
◎基本政策

●手段（当初事業計画）●

 ‣ 自立支援相談事業（就労・自立支援に関する相談）

 ‣ 住居確保給付金（就職活動のため一定期間家賃相当額の支給）

 ‣ 就労準備支援事業（就労に必要な知識・能力の向上）

［ ]  ‣ 一時生活支援事業（住居を持たない生活困窮者に宿泊場所等の提供）

 ‣ 家計相談支援事業（家計に関する相談）

 ‣ 自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付金　等

［ ]

２　健康で安心な生活基盤の整備

主要課題 No. 25 生活困窮者の自立支援

事業
番号 計画事業（所管課）

年次計画 令和6年度

事業費
（千円）令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

100 39,949
生活困窮者自立支援相談事業

生活福祉課

101
母子家庭及び父子家庭自立支
援給付金事業 18,024

生活福祉課


